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短報

新潟県内における抗菌薬適正使用の実施状況の
変化と実施に関連する因子の検討
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新潟県における抗菌薬適正使用の推進状況について調査するために，2015 年 6～7月にアンケート
を実施し，2007 年に行ったアンケート結果と比較した。アンケートは 125 施設中 103 施設から回答を
得た。抗菌薬使用指針の作成割合は 34%から 68%，抗菌薬使用制限の実施割合も 35%から 64%，抗
菌薬の使用量把握も 61%から 80%と有意な増加を認めた。一方，薬剤部（科）での抗菌薬感受性把握
は 34%から 37%とほとんど増加を認めなかった。また，アンチバイオグラム作成率は約 50%であっ
た。多変量解析の結果，これらの指標は日本医療機能評価機構の認定（以下，機能評価）取得，infection
control team（ICT）設置，認定薬剤師在籍等と有意な相関を認めた。以上をまとめると，新潟県では
抗菌薬使用指針の作成，抗菌薬使用制限の実施，抗菌薬使用量の把握については 2007 年と比較して推
進されており，ICT 設置や機能評価の取得など組織的な取り組みが重要であることが示唆された。また，
抗菌薬の感受性把握には ICT 設置だけでなく認定薬剤師が重要な役割を果たしていることが示唆された。
加えて，アンチバイオグラムの作成には臨床検査技師が，細菌検査室がない施設においては認定薬剤師
が中心的な役割を担っていると考えられた。
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Antimicrobial stewardship program（ASP）は
抗菌薬の適正使用を推進する効果が報告されており，
システマティックレビューにおいても患者の死亡率
を悪化させることなく，入院期間の短縮効果や抗菌
薬使用量の減少効果が示されている１）。また，日本
においても 2016年に「抗菌薬の適正使用に向けた
8学会提言 抗菌薬適正使用支援（Antimicrobial
Stewardship：AS）プログラム推進のために」２）が発
表され，薬剤師が ASPの中でも中心となるべき職
種として位置づけられている。さらに，この提言で
は抗菌薬の適正使用推進のために，抗菌薬の使用量
や耐性菌などの情報把握，抗菌薬適正使用のための

指針の整備などが重要とされている。
われわれは新潟県における抗菌薬適正使用の現状
を把握することを目的とし，2007年にアンケート
調査を実施した３）。その中で，抗菌薬使用指針の作
成，抗菌薬使用制限の実施，抗菌薬感受性の薬剤部
（科）での把握は約 30%の施設で実施されていたこ
と，また抗菌薬の使用量調査は約 60%の施設で実
施されていたことを報告している。しかし，これら
の報告を継時的に調査した報告はない。また，日本
病院薬剤師会により 2006年に感染制御専門薬剤師
制度，2008年に感染制御認定薬剤師制度，日本化
学療法学会により 2008年に抗菌化学療法認定薬剤
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師制度が発足しており，これらの認定薬剤師が
therapeutic drug monitoring（TDM）を推進して
いることを示唆する報告４，５）はあるが，抗菌薬適正使
用の推進についてどの程度の役割を果たしているか
を調査した報告もない。
そこで，新潟県における抗菌薬適正使用の推進状
況と認定薬剤師や施設内における感染制御体制との
関係を明らかにするために，2015年に再度アンケー
ト調査を行った。本調査では，抗菌薬適正使用の推
進状況を 2007年と比較し，さらに抗菌薬適正使用
の推進となる指標と関連する因子について検討を
行ったので報告する。
2015年 6～7月に新潟医療関連感染制御コンソー
シアムと新潟県病院薬剤師会感染制御専門薬剤師育
成小委員会の共同で新潟県内 125の病院内薬剤部
（科）を対象として抗菌薬適正使用に関するアンケー
ト調査を実施した。アンケートは対象施設に郵送し，
返信用の封筒を同封し回答用紙を回収した。アン
ケートの項目は 2007年の調査と比較するために樋
口らの報告３）を参考にして作成した。アンケートは
抗菌薬適正使用，TDMの実施状況，院内感染対策
について実施し，本報告ではアンケートの抗菌薬適
正使用の部分について検討を行った。アンケートの
内容は施設背景として，病院規模，薬剤師数，日本
医療機能評価機構の認定（以下，機能評価）の有無，
感染対策委員会の構成職種，infection control team
（ICT）設置の有無，ICT担当薬剤師在籍の有無，in-
fection control doctor（ICD）在籍の有無，infection
control nurse（ICN）在籍の有無，細菌検査室設置
の有無，感染制御専門薬剤師・感染制御認定薬剤
師・抗菌化学療法認定薬剤師の在籍人数を質問した。
また，抗菌薬適正使用の指標として，抗菌薬使用指
針作成，抗菌薬使用制限実施，抗菌薬使用量把握，
薬剤部（科）における抗菌薬感受性把握，アンチバ
イオグラムの作成の有無を質問した。抗菌薬使用指
針とアンチバイオグラムは作成職種を，薬剤師が作
成職種の場合は認定薬剤師が作成したかを質問した
（なお，本調査では，感染制御専門薬剤師，感染制
御認定薬剤師，抗菌化学療法認定薬剤師の感染にか
かわる資格のいずれかを有する薬剤師を認定薬剤師
と定義した）。さらに，本報告では検討していない
が，TDMについては TDM対象薬剤ごとに初期投
与設計や血中濃度測定，解析の実施状況，TDM担

当職種を質問した。加えて，カルバペネム系抗菌薬
の採用状況，施設内で問題となっている耐性菌の種
類，消毒薬マニュアル作成の有無もアンケートに含
めた。アンケートの解析では未回答項目が 1項目で
もあった施設は本調査から除外した。
アンケートの解析は抗菌薬使用指針作成，抗菌薬
使用制限実施，抗菌薬使用量把握，薬剤部（科）に
おける抗菌薬感受性把握，アンチバイオグラムの作
成の 5項目を抗菌薬適正使用の指標とし，調査結果
についても樋口らの報告３）と比較するため，病院規
模別に 150床未満（以下，小規模），150～299床（以
下，中規模），300床以上（以下，大規模）の 3群，
ICT設置有無別，機能評価取得の有無別に集計し
た。なお，アンチバイオグラムの作成は 2007年に
は調査項目とはしておらず，2015年のアンケート
で新たな調査項目として追加した。抗菌薬使用制限
実施は抗菌薬の届出制または許可制を実施している
施設とした。また，アンチバイオグラムの作成を除
く抗菌薬適正使用の各指標の実施率について，2007
年の調査結果と比較検討した。加えて，抗菌薬適正
使用の各指標と関連する因子の検討を行った。また，
抗菌薬使用指針作成とアンチバイオグラムの作成に
ついては作成職種についても検討を行った。
統計解析は JMPⓇ 9（SAS Institute Inc.，Cary，

NC）を使用し，P 値 0.05未満を有意とした。2007
年と 2015年の新潟県における抗菌薬適正使用の指
標の比較については Pearsonの χ 2検定を用いた。た
だし，期待値が 5以下の場合には Fisherの正確検
定を行った。また，抗菌薬適正使用の指標として抗
菌薬使用指針作成，抗菌薬使用制限実施，抗菌薬使
用量把握，抗菌薬感受性把握，アンチバイオグラム
の作成と関連する因子を検索するため，病院規模，
薬剤師数，機能評価取得の有無，ICT設置の有
無，ICT担当薬剤師在籍の有無，ICD在籍の有
無，ICN在籍の有無，細菌検査室設置の有無，認
定薬剤師在籍の有無を説明変数とし，多変量ロジス
ティック回帰分析を行った。各説明変数の選択には
変数増減法を用いて，説明変数取捨選択の判定基準
は P 値 0.25未満とした。
アンケートの配布は 125施設に行い，103施設よ

り回答を得た。除外項目に該当する 6施設を除いた
有効回答施設は 97施設（回答率 77.6%）であった。
有効回答施設の概要は，小規模 29件（30%），中規
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Table　1.　AM stewardship program activities in 2007 and 2015

Development 

of AM 

guidance

Restriction 

of AM use

Monitoring 

of AM 

consumption

Monitoring of 

susceptibility 

to AMs

All (n＝71/97)  34%/68%a  35%/64%a  61%/80%a 34%/37%

Hospital scale

Small (n＝20/29)  10%/55%a  20%/52%a 45%/66% 25%/31%

Middle (n＝31/41)  42%/73%a  32%/61%a 61%/81% 36%/42%

Large (n＝20/27) 45%/74% 55%/82% 75%/96% 40%/37%

Establishment of ICT

Yes (n＝31/70)  36%/80%a  48%/83%a  68%/93%a 42%/47%

No (n＝40/27) 33%/37% 25%/15% 55%/48% 28%/11%

Approved by Japan council for quality health care

Yes (n＝24/25)  63%/96%a 58%/88% 88%/92% 42%/48%

No (n＝47/72)  19%/61%a  23%/56%a  47%/76%a 30%/33%

Values shown are for 2007/2015. a2007 vs 2015 χ2-test P＜0.05.

Small: less than 150 beds, Middle: 150―299 beds, Large: 300 or more beds, AM: antimicrobials, 

ICT: infection control team.

模 41件（42%），大規模 27件（28%），薬剤師数の
中央値（範囲）4人（1～51），機能評価取得 25件
（26%），ICT設置 70件（72%），ICT担当薬剤師在
籍 68件（70%），ICD在籍 35件（36%），ICN在籍
25件（26%），細菌検査室設置 50件（52%），認定
薬剤師在籍 27件（28%），抗菌薬使用指針作成 66
件（68%），抗菌薬使用制限実施 62件（64%）のう
ち届出制のみ 57件（59%），許可制のみ 1件（1%），
届出制と許可制 4件（4%），抗菌薬使用量把握 78
件（80%），抗菌薬感受性把握 36件（37%），アン
チバイオグラム作成 50件（52%）であった。
各抗菌薬適正使用の指標の実施率を病院規模別，
ICT設置の有無別，機能評価取得の有無別に集計
した結果を Table 1に示す。2007年と比較して 2015
年では抗菌薬使用指針作成，抗菌薬使用制限実施，
抗菌薬使用量把握が有意に増加した。また，施設の
特徴別に解析した結果では，抗菌薬使用指針の作成
施設は小規模，中規模，ICT設置，機能評価取得，
機能評価未取得施設で有意な増加を認めた。また，
抗菌薬使用制限実施施設は小規模，中規模，ICT
設置，機能評価未取得施設で有意な増加を認めた。
また，抗菌薬使用量把握施設は ICT設置，機能評
価未取得施設で有意な増加を認めた。一方，薬剤部
（科）で抗菌薬感受性を把握している施設は施設の
特徴にかかわらず有意な変化を認めなかった。なお，
認定薬剤師在籍施設数は 2007年には 1施設だけで
あったが，2015年には 27施設に増加を認めた。
重複回答を含めた抗菌薬使用指針の作成者は薬剤

師 59件（89%），医師 12件（18%），看護師および
臨床検査技師 4件（6%）であった。また，アンチ
バイオグラムの作成者は臨床検査技師 40件（80%），
薬剤師 10件（20%），医師 3件（6%）であった。ま
た，細菌検査室を設置していない施設は 47件で，そ
のうち認定薬剤師が在籍していない 42施設ではア
ンチバイオグラムの作成は 13件（31%）であった
のに対して，認定薬剤師が在籍している施設では 5
件（100%）すべての施設で作成していた。
抗菌薬適正使用の各指標と関連する因子について
の多変量解析の結果を Table 2に示す。なお，Table
2には変数増減法にて選択された因子のみを記載し
た。抗菌薬使用指針作成は，機能評価取得と ICT
設置が有意に正の相関を認め，ICN在籍が正の相
関傾向を認めた。また，抗菌薬使用制限実施は ICT
設置と細菌検査室設置が有意に正の相関を認め，認
定薬剤師在籍が正の相関傾向を認めた。また，抗菌
薬使用量把握は ICT設置が有意に正の相関を認め
た。また，抗菌薬感受性把握の実施施設は認定薬剤
師在籍と ICT設置が有意に正の相関を認め，ICN
在籍が有意な負の相関を認めた。アンチバイオグラ
ムの作成は認定薬剤師在籍と機能評価取得が有意に
正の相関を認め，ICT担当薬剤師在籍が正の相関
傾向を認めた。
2015年の新潟県の病院数は 132施設で，小規模 44

件，中規模 57件，大規模 31件であったため，アン
ケートでは小規模施設の 66%，中規模施設の 72%，
大規模施設の 87%から有効回答が得られた。また
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Table　2.　 Multivariate logistic regression analyses to identify factors associated with AM 

stewardship program activities

OR (95% CI) P Value＊

Development of AM guidance

Approved by JQ  11.7 (1.9―231.3) ＜0.01

Establishment of ICT  5.1 (1.7―16.8) ＜0.01

Registration of ICN   4.5 (0.85―37.9) 0.08

Restriction of AM use

Establishment of ICT 18.4 (5.5―78.4) ＜0.01

Establishment of microbiology laboratories  4.5 (1.4―16.3) 0.01

Registration of board-certified pharmacists  3.7 (0.7―31.0) 0.12

Monitoring of AM consumption

Establishment of ICT   14 (4.5―50.0) ＜0.01

Monitoring of susceptibility to AMs

Registration of board-certified pharmacists  5.7 (1.6―27.6) ＜0.01

Establishment of ICT  9.0 (2.9―85.0) ＜0.01

Registration of ICN  0.1 (0.02―0.4) ＜0.01

Preparation of antibiograms

Registration of board-certified pharmacists 13.1 (3.1―91.8) ＜0.01

Approved by JQ 12.2 (2.9―85.0) ＜0.01

ICT participation of the pharmacist 2.7 (0.8―9.7) 0.10

＊ logistic regression analysis.

OR: odds ratio, CI: confidence interval, AM: antimicrobials, JQ: Japan council for quality 

health care, ICT: infection control team, ICN: infection control nurse.

2007年調査の施設規模についても小規模 20件
（28%），中規模 31件（44%），大規模 20件（28%）
から回答を得ており３），施設規模の割合は本研究結
果と同様の傾向を認めた。したがって，本研究結果
は小規模施設が少ない傾向はあるが，新潟県全体の
傾向を反映しており，セレクションバイアスは小さ
く，2007年との比較も可能と考えられる。アンケー
ト調査結果より，2007年と比較して 2015年では抗
菌薬使用指針作成，抗菌薬使用制限実施，抗菌薬使
用量把握とも有意な増加を認め，新潟県内における
抗菌薬適正使用が推進されていることが示唆された。
さらに，新潟県内の ICT設置率は 2007年の 44%
から 2015年は 72%と増加を認め，認定薬剤師在籍
施設も 1施設から 27施設に増加を認めた。また，
ICT設置や認定薬剤師の増加に伴い抗菌薬適正使
用も推進されていることが本調査で明らかになった。
一方，前澤ら６）は 2014年の全国調査により ICT設
置率が 88%であることを報告しており，新潟県内
の ICT設置率は全国調査と比較するとまだ低い状
況である可能性が考えられた。
抗菌薬使用指針の作成割合は 34%から 68%に増

加した。近年，抗菌薬使用指針の作成割合について
の報告はなく，本調査では機能評価取得施設におい
て作成割合が高率となっていたが，この理由として

機能評価の評価項目に抗菌薬使用指針の作成が含ま
れていることが挙げられる。加えて，多変量解析の
結果でも機能評価取得と ICT設置が抗菌薬使用指
針作成に相関する因子であった。したがって，抗菌
薬使用指針の作成は機能評価の取得や ICT設置な
ど組織的な取り組みにより推進されている可能性が
示唆された。また，抗菌薬使用指針の作成者の 89%
は薬剤師であったことから，薬剤師が積極的にかか
わることも抗菌薬使用指針の作成を推進するうえで
重要と考えられる。抗菌薬使用指針作成は抗菌薬の
適正使用に向けた 8学会提言２）にも記載されており，
今後も重要性は高まると考えられるため，ICTを
中心とした組織的な取り組みとともに，薬剤師が積
極的にかかわることで推進することができると考え
られる。
抗菌薬使用制限の実施割合も 35%から 64%に増
加し，そのほとんどが届出制を選択していた。抗菌
薬の届出制は 2013年の国立病院機構の調査７）では
90%，2012年の九州山口地区の調査８）では 60%と報
告されており，新潟県内においても国立病院よりは
低いが，九州山口地区の報告には近い実施状況で
あった。加えて，多変量解析の結果でも，ICT設
置と細菌検査室設置が抗菌薬使用制限の実施と相関
する因子であった。これは届出制や許可制が，抗菌
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薬を処方する医師の協力を得る必要があるため，抗
菌薬使用指針作成と同様に ICTや細菌検査室を設
置して感染対策を積極的に行っている施設において
推進されていることが示唆された。また，一般的に
届出制は使用理由に検出菌を記載する必要があるが，
細菌検査室の設置により感染症の早期から菌の検出
が可能になるため，届出制が行いやすくなっている
ことが推測された。したがって，これらの取り組み
も ICTを中心とした組織的な対応を行うことで，推
進できると考えられる。
抗菌薬使用量把握も 61%から 80%と増加を認め，

抗菌薬適正使用の指標の中で最も高率に行われてい
た。抗菌薬使用量の把握状況については他の報告が
なく比較することはできなかったが，日本国内では
Murakiらのサーベイランスシステム９）などにより抗
菌薬使用量の計算が比較的容易にできることも，新
潟県内において積極的に抗菌薬使用量の把握が行わ
れている理由と考えられる。また，多変量解析の結
果では，ICT設置が抗菌薬使用量把握と相関し，認
定薬剤師在籍は有意な因子とならなかった。その理
由として，抗菌薬使用量把握は認定薬剤師が不在で
あっても薬剤部（科）で可能であり，ICT設置施
設で広く実施されていたことが推測された。抗菌薬
使用量把握は ASPにおけるアウトカム指標の一つ
とされており２），薬剤部（科）で集計されることが
通常であると考えられるため，ICTの設置ととも
に薬剤師が中心となって，積極的に抗菌薬使用量を
把握していくことが重要と考えられる。
薬剤部（科）での抗菌薬感受性把握は 2007年が
34%であったのに対して，2015年も 37%とわずか
しか増加を認めず，また他の報告もなく比較はでき
なかった。多変量解析の結果，認定薬剤師在籍と
ICTの設置が抗菌薬感受性把握と相関する因子で
あったため，認定薬剤師の育成や ICTの設置を推
進することで，抗菌薬感受性把握を推進できる可能
性が示唆された。さらに，細菌検査室の設置が有意
な因子とならなかった理由として，細菌検査室が設
置されていない施設でも認定薬剤師が感受性把握を
推進していたことが推測される。一方 ICN在籍が
負の相関を認めたが，この理由として ICNが在籍
している施設では，ICNが専従として抗菌薬の感
受性把握も任されているためと推測された。ASP
では抗菌薬の感受性を把握することで，薬剤師から

の積極的な抗菌薬の処方提案が可能となるため，今
後は認定薬剤師を中心として，薬剤部（科）での抗
菌薬感受性把握を推進する必要がある。
アンチバイオグラムは約 50%の施設で作成され

ていたが，2007年には調査項目としていないため
比較はできなかった。一方，北九州地区では 65%
の施設がアンチバイオグラムを作成していると報
告１０）されており，新潟県内でも今後アンチバイオグ
ラムの作成を推進する必要があると考えられる。ま
た，多変量解析の結果，認定薬剤師の在籍と機能評
価の取得がアンチバイオグラムの作成と相関する因
子であった。また，有意ではなかったが ICT担当
薬剤師の在籍もアンチバイオグラムの作成に相関す
る因子であった。機能評価は抗菌薬使用指針作成と
同様にアンチバイオグラムの作成が評価項目の一つ
であるため，機能評価取得も重要な推進因子である
可能性が考えられる。また，アンチバイオグラムを
作成している施設の 80%に臨床検査技師がかか
わっており，重要な役割を果たしていることが示唆
された。一方，細菌検査室がない施設のアンチバイ
オグラム作成率は 31%と低い傾向を認めたが，そ
の中でも認定薬剤師が在籍する施設ではアンチバイ
オグラム作成率が 100%となっており，特に細菌検
査室がない施設でのアンチバイオグラム作成に認定
薬剤師が大きな役割を果たしていると考えられた。
本研究の限界として，新潟県のみのアンケート調
査であるため，より対象地域を広げた調査などが必
要と考えられる。また，感染防止対策加算の算定は
抗菌薬適正使用の推進因子となる可能性が考えられ
るが，本研究では感染防止対策加算の算定の有無に
ついては調査項目に入っておらず検討することがで
きなかった。さらに，今回説明変数として用いた病
院規模と機能評価取得の有無，薬剤師数や細菌検査
室設置の有無，また ICT設置の有無と ICT担当薬
剤師や ICD，ICN在籍の有無についてはそれぞれ
の因子に交絡の可能性が考えられる。
以上をまとめると，新潟県内の抗菌薬適正使用の
取り組み状況を調査した結果，抗菌薬使用指針作成，
抗菌薬使用制限実施，抗菌薬使用量把握については
2007年と比較して推進されており，その中でも ICT
の設置や機能評価の取得など組織的な取り組みが重
要であることが示唆された。また，抗菌薬感受性把
握には ICT設置だけでなく認定薬剤師が重要な役
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割を果たしていることが示唆された。加えて，アン
チバイオグラムの作成には臨床検査技師が，また細
菌検査室がない施設においては認定薬剤師が中心的
な役割を担っていることが示唆された。これらの指
標は ASPの推進のために重要であるため，ICTの
設置や機能評価の取得など組織的な取り組みに加え
て，認定薬剤師を育成することで抗菌薬の適正使用
が推進できると考えられる。
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Rate of proper antimicrobial use in Niigata: Evaluation of
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To determine the rate of proper use of antimicrobials throughout in Niigata, we conducted a question-
naire survey from June 2015 to July 2015. Responses were obtained from 103 out of 125 facilities. The re-
sult of the survey revealed, in regard to antimicrobial stewardship activities, that the rate of development
of guidance on antimicrobial use increased from 34% in 2007 to 68% in 2015, the rate of restriction of an-
timicrobial use increased from 35% in 2007 to 64% in 2015, and the rate of monitoring of consumption of
antimicrobials in pharmacies increased from 61% in 2007 to 80% in 2015. On the other hand, the rate of
monitoring of susceptibility to antimicrobials in pharmacies only increased from 34% in 2007 to 37% in
2015. Also, antibiograms were prepared only in 50% of the institutions. Multivariable analysis identified
each of the five antimicrobial stewardship program activities as being positively associated with the crite-
ria approved by the Japan council for quality health care, establishment of infection control team (ICT)
and number of registered board-certified pharmacists. In conclusion, all of the rate of development of guid-
ance on antimicrobial use, restriction of antimicrobial use and monitoring of consumption of antimicrobials
were increased in 2015 as compared to 2007, and were associated with the establishment of ICT and with
the criteria approved by the Japan council for quality health care. These results suggest that organized
action is important for promoting proper use of antimicrobials. Moreover, establishment of ICT and in-
volvement of board-certified pharmacists in pharmacies are important for monitoring the susceptibilities
to antimicrobials. Further, laboratory technologists have a central role in preparing antibiograms; how-
ever, in hospitals with no microbiology laboratories, board-certified pharmacists should take on the central
role in preparing antibiograms.


